
別紙—５ ①一般監督員　　

１

２ ３ 受注者：　　　　　　　　　　　　　　４ 一般監督員名：

①「施工プロセス」チェックリストは、土木工事標準仕様書、建設工事請負基準約款、建設業法、労働安全衛生法等に基づき、施工に必要なプロセスが適切に施工されているかを一般監督員が確認する。

②チェック欄には、市役所内での書類・写真等での確認もしくは現場確認等により、その内容がOKであれば「□」欄に「レ」マークを記入、または、備考欄に指示事項や是正状況を記入する。

③用語の定義     契約後：当初契約後、  変更後：工期内に行う契約変更後。

着
手
前

完
成
時

（約款第3条）　
（仕様書その１）1-1-1-4　工程表

（契約後、変更契約後） ・市役所に提出した日で判定すること。

（仕様書その１）1-1-1-6コリンズ（CORINS）への登録

・変更時の技術者は主任、監理技術者のみ。現場代理人や前記以外の技術者の変
更は申請不要。

（契約後、変更時後、完成時）

（仕様書その１）1-1-1-4849　保険の付保及び事故の補償　第7項

・中小企業退職金共済制度加入者はこれに読み替える。(同等の他制度含む)

（施工時1回程度）

・下請各業者への証紙の配付状況を受払簿で確認する。

（施工完成時1回程度） ・中小企業退職金共済制度の加入者は、対象外。（同等の他制度含む）

「施工プロセス」のチェックリスト　　　　　　　　　
工事名：　　　　　　　　　　　　　工事

工   期：　令和  年  月  日～令和  年  月  日

チェック欄

施工中

・契約の日から起算して7日以内に、工程表がを提出されした。
 （約款第3条）　

・事前に監督員の確認を受け、契約締結後等の10日以内に登録機関に
申請した。　（請負金額　500万円以上が対象工事）

・掛金収納書の写しが契約締結後原則1ヶ月（電子申請方式の場合は
40日以内）以内に提示提出されした。　　　　（施工時1回着手前）　　

・掛金収納書充当実績総括表を工事完成時に確認した提示した。
　　　　　　　　　　　　（完成時）

・「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場」の標識」が現場に掲示
されている。

・建設業退職金共済証紙の配付状況が受払簿等により確認できる。

考
査
項
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 備　　　考

○工程表 □ □ □

○コリンズ
（CORINS）
への登録

□ □ □
・コリンズ（CORINS）への登録日付は登録機関の登録日で判定する。
・受注、変更、完成時の登録は監督員が登録内容確認書で確認する。
・変更時と完成時の間が１０日間に満たない場合は、変更時の登録申請を省略でき
る。
・工事完成日は検査が工期内であれば検査日、工期以降であれば工期末日が完成
日になる(工期末日～検査日に担当技術者を拘束しない)ことに留意。

○建設業退
職金共済制
度等

□ □

□

□

１
施
工
体
制

Ⅰ
施
工
体
制
一
般

1/8 Ver.D0702



着
手
前

完
成
時

チェック欄

施工中

考
査
項
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 備　　　考

（仕様書その１）1-1-1-12　施工体制台帳及び施工体系図

（施工時の当初、施工体制変更時） ・工事を施工するため下請契約をした場合は、施工体制台帳の作成が必要。

・施工体制台帳が適正に記入されているか、添付書類の不足がないか確認する。

（施工時の当初、施工体制変更時）

・変更が生じた場合、当該工事の施工前に監督員へ提出されているか確認する。

・施工体制台帳の「健康保険等の加入状況」欄で社会保険等の加入を確認する。

（施工時の当初、施工体制変更時）  

◆建設業法施行規則第14条の３　下請負人に対する通知等

（仕様書その１）1-1-1-12　施工体制台帳及び施工体系図

（施工時の当初、施工体制変更時） ・変更がある毎に、監督員に提出されている。

　

（施工時適宜の当初、施工体制変更時） 　

・資格者証、名札等で確認する。

（施工時の当初、施工体制変更時）

（施工時1回程度）

（施工時1回程度） 　
（約款第52条）
（仕様書その１）1-1-1-4849　保険の付保及び事故の補償　第4、5項

・施工体制台帳がを現場に備え付けられ、その写しがを提出されている
した。

・提出された施工体制台帳に下請契約書（写し）及び再下請負通知書、
契約書等必要書類が添付され、下請金額が確認できている。

・施工体制台帳及び再下請負通知書に記載の全ての業者について、社
会保険等への加入の有無を確認する添付書類の「健康保険等加入状
況」に、加入又は適用除外であることを記載している。

・下請負人が再下請を行う場合に再下請通知書を元請負人に提出する
旨の掲示を行っている。

（施工時の当初）

・施工体系図が現場の工事関係者の見やすい場所及び公衆の見やす
い場所に掲示され、その写しが提出されている。　

・施工体系図に記載のない業者が作業していない。

・施工体系図に記載されている主任（監理）技術者及び施工計画書に記
載されている技術者が本人である。

・「労災保険関係成立票」の標識がを公衆の見やすい場所に掲示されし
ている。

・「建設業許可票」の標識がを公衆の見やすい場所に設置されし、監理
技術者名等が正しく記載されている。

・法定外の労災保険に加入し、その証券又はそれに代わるものの写しを
監督員に提出した。契約期間が工期を満たしている。

（施工時当初、工期変更時）

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

○施工体系
図

□ □ □

□ □ □

□ □ □

○労災保険
関係成立票

□

○建設業許
可標識

□

○法定外の
労災保険

□ □ □

○施工体制
台帳

１
施
工
体
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制
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着
手
前

完
成
時

チェック欄

施工中

考
査
項
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 備　　　考

□ □ □
（約款第11条）
・常駐の作業日報がある。休暇、他官庁打合せ等で現場にいなくても常駐とする

（約款第11条）
・作業工程の管理、現場の安全対策、工事現場の運営等を確認する。

（施工時適宜） ・変更した場合、適切に引き継いでいる。

（施工時適宜）

（建設業法第26条の2）
・専門技術者が必要となる場合に確認する。

（施工計画時、施工時適宜）

□ □ □ □ （労働安全衛生法第14条）

（施工計画時、施工時適宜） 　

□ □ □ □
・作業サイクルと人員配置について確認する。

（施工計画時、施工時適宜） ・組織体系と責任者及び連絡網を確認する。

・作業サイクルと人員配置について確認する。

（施工計画時、施工時適宜） ・組織体系と責任者及び連絡網を確認する。

（着手前）

・常駐の作業日報がある。休暇、他官庁打合せ等で現場にいなくても常駐扱いとす
る。
（仕様書その１）1-1-1-1-12 施工体制台帳及び施工体系図　第3項

（施工時適宜） ・変更した場合、適切に引き継いでいる。

・明確な根拠に基づいて、技術的な判断を行っているか確認する。

（施工時適宜、打合せ時） ・各下請業者に対して指導的な役割を担っているか確認する。

　

（施工時適宜）

・現場代理人は、現場に常駐している。（約款第11条）　　　（施工時適
宜）

・現場代理人は、「受注者の現場代理人への委任事項」について適切に
処理をしている。（約款第11条）

・現場代理人は、監督員との連絡調整及び対応を「連絡」を除き書面で
行っている。                        　

・専門技術者を専任し、配置している。（建設業法第26条の2）

・作業主任者を選任し、配置している。（労働安全衛生法第14条）

・潜水作業従事者を適正人員配置している。（港湾工事）

・海上起重作業船団長を配置している。（港湾工事）

・配置予定技術者、通知による監理技術者、施工体制台帳に記載され
た管理技術者、監理技術者証に記載された技術者及び本人であること
を資格者証で確認できるが同一であった。（監理技術者補佐を配置する
場合は、監理技術者補佐についても同様の確認をする。）

・現場に常駐している。監理技術者等が、工事現場内において名札等を
着用している。

・施工計画や工事に係る工程、技術的事項を把握し、主体的に係わって
いた。

・施工に先だち、創意工夫又は提案をもって工事を進めている。

○現場代理
人 □ □ □

□ □ □ ・口頭処理でも、後日書面で整理している。.

○専門技術
者

□ □ □ □

○作業主任
者

○潜水作業
従事者

○海上起重
作業船団長

□ □ □ □

○主任（監
理）技術者
等の専任制 □

・携行している資格証により本人であることを確認する。
・下請契約の総額が4,000万円以上は監理技術者が専任。
・工事の請負金額が3,500万円以上は主任技術者が専任 （下請け工事も同様）

○主任（監
理）技術者
の専任制

□ □ □

□ □ □

□ □ □

Ⅱ
配
置
技
術
者

１
施
工
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配
置
技
術
者
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着
手
前

完
成
時

チェック欄

施工中

考
査
項
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 備　　　考

（仕様書その１）1-1-1-8　現場技術員

（施工時適宜） ・建設技術センター業務委託がこれに該当。

（仕様書その１）1-1-1-11　工事の下請負

（施工時適宜） 　

　

（施工時1回程度） 　

（約款第１９条第１項）
（仕様書その１）1-1-1-3　設計図書の照査等

（着手前、施工時適宜）

（着手前、施工時適宜）
（仕様書その１）1-1-1-5　施工計画書
・当初請負金額が500万円未満の工事で、指定工法、指定仮設のある工事、一般交
通に影響のある工事、振動・騒音等公衆災害のおそれがある工事以外は施工計画
書の省略可能。「当初請負金額500万円未満の工事の総括報告表」による報告とな
る。

（着手前、変更時）

・施工計画書が契約後概ね1ヶ月以内に提出されている。

　

　

　

　

　

・現場技術員との対応が適切である。（建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等に現場技術業
務を委託している場合）

・下請業者負人が三条市の建設工事入札参加資格者である場合には、
下請負契約日が営業停止、指名停止期間中でない。

・異常時、緊急時の対応・情報伝達・組織等が確立され、その図表を現
場の見やすい場所に掲示してあいる。

・約款第19条第1項(1)から(5)に係わる設計図書の照査を行なっている、
該当する事実の有無を報告している。

・現場との相違事実がある場合、その事実が確認できる資料を書面によ
り提出して確認を受け求めた。

・施工（変更を含む）に先立ち、監督員に提出した。（当初請負金額が
500万円未満の工事は「当初請負金額500万円未満の工事の総括報告
表」による報告。）・所定の項目が記載され、工事着手前又は施工方法
が確定した時期に提出した。

・記載内容と現場施工方法が一致している。

（同                         上）　　　　　　　　　　　　　　　　　（施工時適宜）

・記載内容（作業手順書等）と現場施工体制が一致している。

（同                         上）　　　　　　　　　　　　　　　　　（施工時適宜）

・記載内容が、設計図書・現場条件等を反映している。

（同                         上）　　　　　　　　　　　　　　　（着手時前・変更時）

○現場技術
員

□ □ □

○下請業者
負人の把握

□ □ □

○緊急連絡
網

□

○設計図書
の照査

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

２
施
工
状
況

Ⅰ
施
工
管
理

○施工計画
書
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着
手
前

完
成
時

チェック欄

施工中

考
査
項
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 備　　　考

（仕様書その１）2-1-2　工事材料の品質を準用

（仕様書その１）2-1-2　工事材料の品質

（検査時施工時適宜）
・施工計画書で保管方法を確認し、実際の施工と一致しているか確認する。

（施工時適宜）
・施工計画書に自社の管理基準が記載されているかを確認する。

（着手施工計画書提出時・検査完成時） 　

・段階確認時に整理されているかを確認。

（施工段階確認時または検査、完成時） 　

（検査時）
（現場環境改善に関する特記仕様書）
・現場環境改善費の計上如何を問わず、協議により実施する場合に確認する。
・現場環境改善費の計上がある場合は、施工計画書の記載を確認し、実際の施工
と一致しているか確認する。

（着手時、施工時適宜） 　

・第2編表2-1-1等で指定した以外の工事に使用する材料の見本又は品
質を証明する資料を提出している。　　

（検査時）

・工事材料の品質を証明する資料を整備、保管し、提示、又は提出している。

・工事材料を品質に影響ないように保管している。

・自社の管理基準を持ち、その基準により社内検査が完了していること
が書面で確認できる。

・出来形・、品質管理がを工事の施工と並行してその都度行っていること
が書面にてで確認できる。

・標準仕様書、工事書類作成マニュアルに記載されている提出が必要な
工事書類が 簡潔で必要以上に作成されていない。(確認時・検査時に
求めてはいけない)

・絵パネル・標語パネル・フラワーポット・作業員休憩棟・記念植樹・安全
旗掲揚・現場事務所カーペットフロアー・エアコン・２重サッシ・応接室・冷
蔵庫・会議室・雨具掛室・談話室・観葉植物・シャワー室・水洗トイレ・内
階段・食堂・洗面所・更衣室・洗濯機実施について協議し、実施内容を
施工計画書に記載するとともに、記載内容と現場が一致している。

○材料承認
願

□ □ □

□

□ □ □

□ □

□ □ □ □

□

・提出済みの施工計画書や材料承認願等が再度作成されていない。 
・提出頻度を超える工事写真が作成されていない。 
・検査時の提示書類と提出書類がきちんと区別整理されている。
（工事書類作成マニュアル）
（写真管理基準（案））

○現場環境
改善

□ □ □ □

２
施
工
状
況

Ⅰ
施
工
管
理

○施工管理    
・工事材

料管理・出
来形、品質

管理
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着
手
前

完
成
時

チェック欄

施工中

考
査
項
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 備　　　考

（仕様書その１）1-1-1-23監督員による検査（確認を含む）及び立会等

（施工時適宜）

（土木工事監督基準別表２）　

（施工時適宜） 　

（財務規則第83条（工事の着手届））
（仕様書その１）1-1-1-10　工事の着手

（着手時） ・市役所に着手届を提出した日で判定すること。

（仕様書その１）1-1-1-18　支給材料及び貸与品

（施工時適宜） 　

（仕様書その１）1-1-1-21　建設副産物　第2項

（施工時適宜） 　

（建設副産物特記仕様書）

（施工時適宜）

（仕様書その１）1-1-1-21 建設副産物 第4項
（再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画に関する取扱基準）
・施工計画書に再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書が当初から添
付されている。

（施工前）
（仕様書その１）1-1-1-3738 環境対策
・特記仕様書に記載した指定型式を確認。

（施工時適宜）

・変更に伴う工程表が速やかに提出されているか確認。

（施工時適宜） 　

・工事内容の変更に関する理解が的確。

・変更に対する対外的な調整が適切。

（施工時適宜）

・監督員の立合に当たって、段階確認についてはあらかじめ段階確認願
（種別、細別、施工予定時期等）を提出している。　　　　　　　　　　　

・段階確認の確認時期が、適切である。（土木工事監督基準別表２）

・契約の日から起算して７日以内（特記仕様書に定めがある場合は、そ
の期日まで）に工事に着手した。

・使用予定日の14日前までに、品名、数量、品質、規格又は性能を記し
た要求書を提出した。

・受注者は、産業廃棄物管理票（マニフェスト）または電子マニフェストに
より適正に処理されていることを確認し、監督員に提示（資料を示し説
明）した。

・産業廃棄物処理を委託する場合、委託契約書の写しを提出した。

・再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を所定の様式に
基づき作成し、施工計画書に含め監督員に提出するとともに公衆の見
やすい場所に掲げした。

・指定建設機械（排出ガス対策型、低騒音型、低振動型建設機械）を使
用している。

・工程のフォローアップ等を実施し、工程の管理を適切に行っている。

○検査（確
認を含む）及
び立会い等
の調整

□ □ □

□ □ □

○工事の着
手

□

○支給材料
及び貸与品

□ □ □

○建設副産
物及び建設
廃棄物

□ □ □

□ □ □

□

○指定建設
機械の確認

□ □ □

□ □ □

・現場条件や設計内容の変更への対応が早く、また地元調整を積極的
に行い、その結果を書類で提出した。 □ □ □

２
施
工
状
況Ⅱ

工
程
管
理

○工程管理
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着
手
前

完
成
時

チェック欄

施工中

考
査
項
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 備　　　考

（仕様書その１）1-1-1-42　官公庁等への手続等1-1-1-4344 施工時期及び施
工時間の変更

（施工前時適宜）
（仕様書その１ 1-1-1-32 週休二日の対応）

(施工時適宜、完成時）

（仕様書その１）1-1-1-33　工事中の安全確保保（元方事業者における建設現場
安全管理指針第２の９）

（施工時適宜、または検査完成時）

（仕様書その１）1-1-1-3334 工事中の安全確保 第11項
・「記録」でチェック。

（施工時適宜、または検査完成時） ・事例は適切なものを使用しているか。

（元方事業者における建設現場安全管理指針第２の８及び第２の１１）
・「記録」でチェック。

（施工時適宜、または検査完成時）

（元方事業者における建設現場安全管理指針第３の６）
・「記録」でチェック。

（施工時適宜、または検査完成時）

□ □ （元方事業者における建設現場安全管理指針第２の６）
・「記録」でチェック。

（施工時適宜、または検査完成時）

・「点検記録」をチェックする。
（労働安全衛生規則第167～169条）
（土木工事安全施工技術指針4章2節7）

（施工時適宜、または検査完成時）

・官公庁の休日または夜間に作業を行ったう場合、事前に書面で提出
連絡した。（「施工計画書等で事前に作業実施報告」をしているものは除
く。）

・施工計画書に定めた休日予定のとおり、休日の確保を行った記録が整
理されている。

・新規入場者に対する安全教育を実施し、記録がある。

・安全教育・訓練を４時間／月以上実施し、記録がある。

・安全パトロール巡視、作業前安全ミーティング（KY等)等を実施し、記録
がある。

・店社パトロールを１回／月以上適宜実施し、記録が整備されていあ
る。

・災害防止協議会等を設置し、活動記録がある。（同一現場で複数の業
者が作業する場合に設置される）

・使用機械（港湾工事の場合は船舶・機械）、車輌等の点検整備等が管
理されを実施し、その記録がある。

□ □ □

□ □ □ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

○工程管理

Ⅲ
 
安
全
対
策

○安全活動
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着
手
前

完
成
時

チェック欄

施工中

考
査
項
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 備　　　考

・「点検記録」をチェックする。
（労働安全衛生規則第155条、第158条）

（施工時適宜または検査時）

・「点検記録」をチェックする。
（労働安全衛生規則第373条）

（施工時適宜または検査時）

・「点検記録」をチェックする。
（労働安全衛生規則第244条,567条,568条）

（施工時適宜または検査時）

（仕様書その１）1-1-1-3334 工事中の安全確保　第6、20項

（着手前）

・施工計画書の記述と一致するか確認する。

（施工時適宜または検査時）

KY日誌等で配置人数をチェックする。

（施工時適宜または検査時）
・場内整理が徹底しているか確認。
（土木工事安全施工技術指針2章9節1）

（施工時適宜または検査時）

・「記録」でチェック。　

（施工時適宜または検査時）

（仕様書その１）1-1-1-4243　官公庁等への手続等

（施工時適宜または検査時） ・「記録」でチェック。　

（仕様書その１）1-1-1-4243　官公庁等への手続等

（施工時適宜または検査時） ・「記録」でチェック。

（仕様書その１）1-1-1-3334 工事中の安全確保等 第15項
・「記録」でチェック。

（施工時適宜または検査時）

・重機操作で、誘導員配置や重機と人との行動範囲の分離措置がなさ
れた点検記録（機械の作業計画書）等がある。

・山留め、仮締切等の設置後の点検及び管理の記録がある。

・足場や支保工の組立完了時や使用中の点検及び管理がをチェックリ
スト等により実施されし、その記録がある。

・架空線等上空施設、地下埋設物件等の現地調査を行い、その結果を
監督員に報告している。 

・地下埋設物及び、架空線等に関する事故防止措置が実施されてい
る。

・交通誘導員、交通安全施設が配置計画に基づき適正に配置されてい
るとともに、交通誘導員の勤務実績が管理された記録がある。

・工事現場内・、資機材置場・、危険物置場の整理整頓がなされている。

・各種安全パトロールでの指導事項や是正事項について、速やかに改
善を図り、かつ関係者に是正報告した記録がある。

・関係官公庁等の関係機関との折衝及び調整をした記録がある。

・地元住民や地権者との施工上必要な交渉、工事の施工に関しての苦
情対応を適切に行い、記録がある。

・隣接工事又は施工上密接に関連する工事の請負業者と相互に協力を
行っている記録がある。

□ □

□ □

□ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □

○安全パト
ロールの指
摘事項の処
理

□ □ □ □

Ⅳ　

対
外
関
係

○関係機関
等

□ □ □ □

□ □

□ □

２
施
工
状
況

Ⅲ
 
安
全
対
策

○安全活動 
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別紙－５①「施工プロセス」のチェックリスト(一般監督員)解説

考
査 
項 
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 留意事項

○工程表

・契約締結の日から起算して７日以内
に、工程表がを提出されした。(約款第3
条)
　　　　　　　　(契約後、変更契約後)

○提出時の日付をチェック(監督員を経由して提
出)し、市役所に提出した日で判定する。

○コリン 
ズ(ＣＯ
ＲＩ Ｎ
Ｓ)への 
登録

・事前に監督員の確認を受け、契約締結
後等の１０日以内に登録機関に申請し
た。 (請負金額 500万円以上が対象工
事)
　(契約後、変更時後、完成時)

○写しの提出は不要。 
○完成時とは履行日でなく、竣工検査日が完成日
となる。検査時は、登録予定のものを事前に監督
員に提示する。(10日間は土、日曜、祝日を除く) 
○工事完成日は工期末日と完了検査日を比較して
早い日付が完成日となる。
(工期末日以降に完了検査のためだけに工事担当技
術者を拘束することがないように完成日の登録に
留意する。)
・受注時は契約後、変更時は変更があった日か
ら、完成時は工事完成後10日以内（土日、祝日
等を除く）に登録申請しなければならない。
・変更時の技術者は主任(監理)技術者のみ。現場
代理人や前記以外の技術者変更は申請不要。
・コリンズ(CORINS）への登録日付は登録機関の
登録日で判定する。
・受注、変更、完成時の登録は監督員が登録内容
確認書で確認する。
・変更時と完成時の間が１０日間に満たない場合
は、変更時の登録申請を省略できる。

・掛金収納書がを契約締結後原則1ヶ月
以内内（電子申請方式の場合は40日以
内）に提示提出されした。  (施工時1回
着手前) 
・掛金収納書充当実績総括表を工事完成
時に確認した提示した。 (完成時)

・中小企業退職金共済制度加入者は、これに読み
替える。（同等の他制度含む）
○建退共以外への加入制度(中退共制度等)を書類 
で確認する。 
○中退共制度：加入証(写し)。 
　自社退職金制度：労働契約・就業規則等
　商工会議所：特定退職金共済制度加入証(写し)

・「建設業退職金共済制度適用事業主工
事現場」の標識」が現場に掲示されてい
る。
　　　　　　　　　　(施工時１回程度)

・建設業退職金共済証紙の配付状況が受 
払簿等により確認できる。
 　　　　　　　　(施工完成時１回程度)

○下請各業者への証紙の配付状況を受払簿、出面
表形式の月報等でが整備されているか確認する。

別紙ー５①の運用において、一般監督員の目線を統一し、かつ適正に評定するために文言の解説、基準の根拠及び確認方法を示す。

備考 検査職員確認

（約款第3条）
(仕様書その１)1-1-1-4 工程表 
・市役所に提出した日で判定すること。

（仕様書その１）1-1-1-6 コリンズへの
（CORINS）への登録
・変更時の技術者は主任(監理)技術者のみ。
現場代理人や前記以外の技術者変更は申請
不要。 
・コリンズ(CORINS)への登録日付は登録機
関の登録日で判定する。 
・受注、変更、完成時の登録は監督員が登
録内容確認書で確認する。 
・変更時と完成時の間が１０日間に満たな
い場合は、変更時の登録申請を省略でき
る。

(仕様書その１)1-1-1-48 保険の付保及び
事故の補償　第７項
・中小企業退職金共済制度加入者は、これ
に読み替える。(同等の他制度含む)

・下請各業者への証紙の配付状況を受払簿
で確認する。 
・中小企業退職金共済制度加入者は、対象
外
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○建設業 
退職金共 
済制度等

検査職員も確認 
○加入一覧表により、一次下請け以下
を含めた全社の加入を確認する。 
○証紙の購入が着工と同時期に行われ
ているか確認する。但し、元請け会社
に十分な買い置きがある場合は申立書
で足りる。 
○建設業退職者共済証紙購入状況報告
書を工事完成時に提出している。 
○建設業退職金共済制度適用事業主工
事現場の標識が現場に掲示されてい
る。



別紙－５①「施工プロセス」のチェックリスト(一般監督員)解説

考
査 
項 
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 留意事項

・施工体制台帳を現場に備え付け、その
写しがを提出されているした。
(施工時の当初、施工体制変更時) 

○工事を施工するために、下請契約をする場合、
施工体制台帳を作成・提出する。
・工事を施工するために下請契約を締結した場合
は、施工体制台帳を作成し、工事現場に備えると
ともに、その写しを監督員に提出しなければなら
ない。
・変更が生じた場合、当該工事の施工前に提出し
ているか確認する。

・提出された施工体制台帳に下請契約書
(写し)及び再下請負通知書、契約書等必
要書類が添付され、下請金額が確認でき
ている。
(施工時の当初、施工体制変更時)

・施工体制台帳が適正に記入されているか、添付
書類の不足がないか確認する。

◆施工体制台帳の添付書類
1. 発注者と受注者（作成建設業者）の請負契約の書面の写し
（電子契約の場合、電子契約書（ＰＤＦ等）でも可能。ただし、
原本性を担保する証明書又は誓約書を付すこと。）
2. 受注者（作成建設業者）と下請負人の請負契約の書面の写し
（電子契約の場合、電子契約書（ＰＤＦ等）でも可能。ただし、
原本性を担保する証明書又は誓約書を付すこと。）
3. 主任技術者 、監理技術者又は監理技術者補佐の資格を証する
書面
4. 主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐の雇用を証する
書面（健康保険証、監理技術者証等の写し）
5. 専門技術者（置いた場合に限る）の資格及び雇用を証する書
面
6. 受注者（作成建設業者）と下請負人の作業員名簿（台帳に記
載の場合は不要）
7. 再下請負通知書
7-1.下請負人（再下請負通知人）と再下請負人の請負契約の書
面の写し（電子契約の場合、電子契約書（ＰＤＦ等）でも可能。
ただし、原本性を担保する証明書又は誓約書を付すこと。）
7-2.再下請負人の作業員名簿（通知書に記載の場合は不要）

・施工体制台帳及び再下請負通知書に記
載の全ての業者について、社会保険等へ
の加入の有無を確認する添付書類の「健
康保険等加入状況」に、加入又は適用除
外であることを記載している。
(施工時の当初、施工体制変更時)

・施工体制台帳及び再下請負通知書の「健康保険
等の加入状況」欄で健康保険等の加入又は適用除
外であることを確認する。
○施工体制台帳及び再下請負通知書に記載の下請
負業者が、社会健康保険等への未加入業者であれ
ば財務課統計・契約係へ報告。

・下請負人が再下請を行う場合に再下請
通知書を元請負人に提出する旨の掲示を
行っている。

・再下請通知書に関する掲示は現場の見やすい場
所に掲げるとともに、書面により通知しているか
確認する。

別紙ー５①の運用において、一般監督員の目線を統一し、かつ適正に評定するために文言の解説、基準の根拠及び確認方法を示す。

備考 検査職員確認

(仕様書その１)1-1-1-12 施工体制台帳及
び 施工体系図 
・下請契約がある場合は、施工体制台帳の作
成が必要 

検査職員も確認 
○下請契約があれば全て提出。(入契法)
○施工体制台帳が適正に記入され、必要
な添付書類とともに提出されている。

・施工体制台帳が適正に記入されているか、
添付書類の不足がないか確認する。 
・変更が生じた場合、当該工事の施工前に提
出しているか確認する。

・施工体制台帳の「健康保険等の加入状況」
欄で社会保険等の加入を確認する。

◆建設業法施行規則第14条の3 下請負人に
対する通知等
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別紙－５①「施工プロセス」のチェックリスト(一般監督員)解説

考
査 
項 
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 留意事項

・施工体系図が現場の工事関係者の見や
すい場所及び公衆の見やすい場所に掲示
され、その写しが提出されている。
(施工時の当初、施工体制変更時)

○工事を施工するために、下請契約をする場合、
施工体系図を作成・提出する。
・施工体制台帳を作成した受注者は、施工体系図
を作成し、工事関係者が見やすい場所及び公衆が
見やすい場所に掲げるとともにその写しを監督員
に提出しなければならない。
・施工体系図に変更がある毎に、監督職員に提出
されている。

・施工体系図に記載のない業者が作業し
ていない。        　　　    (施工時適宜)

○KY日誌等で確認する。また、名札、ヘルメッ
ト等で確認する。

・施工体系図に記載されている主任(監
理)技術者及び施工計画書に記載されてい
る技術者が本人である。 
(施工時の当初、施工体制変更時)

○主任技術者、監理技術者は、名札、資格者証等
で確認する。

○労災保 
険関係成 
立票

・「労災保険関係成立票」の標識がを公
衆の見やすい場所に掲示している。
 　　　　　　　　　　(施工時１回程度)

○保険関係成立年月日は、一括有期事業(請負金額 
(税抜き)が1億8000万未満かつ概算保険料額
160万 未満)が「毎年の更新日」。また、これ以
外の単独有期事業は、労働基準監督署に届けた
日。

○建設業 
許可標識

・「建設業許可票」の標識を、公衆の見
やすい場所に設置し、監理技術者名等が
を正しく記載しされている。    
　　　　　　　　　　(施工時１回程度)

○許可標識は、縦25ｃｍ以上×横35ｃｍ以上 
○下請契約は金額500万円以上を掲載。(資材提
供 の場合は、その額を含んだものが500万円以
上)）掲げる標識は、元請負業者のものに限る。

○法定外
の労災保
険

・法定外の労災保険に加入し、その証券
又はそれに代わるものの写しを監督員に
提出した。契約期間が工期を満たしてい
る。
（施工時当初、工期変更時）

・現場代理人は、現場に常駐している。
(約款第１１条)        　　  (施工時適宜) 

・KY日誌等で現場常駐を確認する。休暇、他官
庁打合せ等で○所用があり、現場を離れる場合
は、代理の者を置く。

・現場代理人は、「受注者の現場代理人
への委任事項」について適切に処理して
いる(約款第12条)
　　　　　　　　　　　　(施工時適宜)

・作業工程の管理、現場の安全対策、工事現場の
運営等を確認する。

・現場代理人は、監督員との連絡調整及
び対応を「連絡」を除き書面で行ってい
る。 
　　　　　　　　　　　　(施工時適宜)

○(仕様書その１)1-1-1-2 用語の定義 
・指示・承諾・協議・提出・報告・通知は、書面
により行う。
・口頭処理でも、後日書面で整理している。

○専門技 
術者

・専門技術者を専任し、配置している。
(建設業法第26条の2) 
　　　　　　(施工計画時、施工時適宜)

○土木一式工事の中に他の専門工事が含まれてい 
る場合は、専門工事について主任技術者の資格を
有する者が配置されているか確認する。

別紙ー５①の運用において、一般監督員の目線を統一し、かつ適正に評定するために文言の解説、基準の根拠及び確認方法を示す。

備考 検査職員確認

(仕様書その１)1-1-1-12 施工体制台帳及
び 施工体系図 
・施工体系図に変更がある毎に、監督職員に
提出されている。

検査職員も確認 
○施工体系図が提出されているか。 
○施工体系図が見やすい場所に掲示さ
れているか。

（約款第52条）
（仕様書その１）1-1-1-48 保険の付保及
び事故の補償 第4、5項

(約款第１１条) 
・常駐の作業日報がある。休暇、他官庁打合
せ等で現場にいなくとも常駐とする。 

検査職員も確認 
○現場代理人のサインで確認する(撮影 
日付きの現場代理人が写っている写真
があればベター) 
○KY日誌で確認する。

(約款第１１条) 
・作業工程の管理、現場の安全対策、工事現
場の運営等を確認する。
・変更した場合、適切に引き継いでいる。

・口頭処理でも、後日書面で整理している。

(建設業法第26条の2)
・専門技術者が必要となる場合に確認する。
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別紙－５①「施工プロセス」のチェックリスト(一般監督員)解説

考
査 
項 
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 留意事項

○作業主 
任者

・作業主任者を選任し、配置している。
(労働安全衛生法第１４条)
　　　　　　(施工計画時、施工時適宜)

○必要な作業は労働安全衛生施行令第6条 別表 
○作業主任者の資格を免許証又は技能講習済証で 
確認する。

○潜水作 
業従事者

・潜水作業従事者を適正人員配置してい
る。(港湾工事) 
　　　　　　(施工計画時、施工時適宜)

・作業サイクルと人員配置について確認する。
・組織体系と責任者及び連絡網を確認する。
○港湾工事等潜水作業従事者配置要領により配置 
を確認する。 
○潜水作業に従事する潜水士の氏名、資格認定番 
号、有効期限、並びに指揮者、管理者の配置状況
を施工計画書に記載しなければならない。

○海上起 
重作業船 
団長

・海上起重作業船団長を配置している。
(港湾工事) 
　　　　　　(施工計画時、施工時適宜)

・作業サイクルと人員配置について確認する。
・組織体系と責任者及び連絡網を確認する。
○港湾工事等海上起重作業船団長配置要領により 
配置を確認する。 
○港湾潜水技士手帳の写しを確認する。 
○海上起重作業船団毎に、船団長に配置する者の
氏名を施工計画書に記載しなければならない。

・配置予定技術者、通知による監理技術
者、施工体制台帳に記載された監理技術
者、監理技術者証に記載された技術者及
び本人であることを資格者証で確認した
が同一であった。（監理技術者補佐を配
置する場合は、監理技術者補佐について
も同様の確認をする。） （着手前）

○監理技術者資格者証、講習終了証で確認する 
○主任技術者は、資格者証(実務経験者は実務経 
験)を確認する。
・下請契約の総額が4,500万円以上は監理技術者
を配置。
・工事の請負金額が4,000万円以上は主任技術者
又は監理技術者が専任。（下請け工事も同様）

・現場に常駐している。
　　　　　　　　　　　　　　 (施工時)

○ＫＹ日誌、サインで確認する。

・監理技術者等が、工事現場内において
名札等を着用している。 （施工時適宜）

・受注者は、の受注者は、監理技術者、監理技術
者補佐、主任技術者（下請負者を含む）及び第1
項の受注者の専門技術者（専任している場合の
み）に、工事現場内において、工事名、工期、顔
写真、所属会社名及び社印の入った名札等を着用
させなければならない。

・施工計画や工事に係る工程、技術的事
項を把握し、主体的に係わっていた。 
(施工時適宜、打合せ時)

○現場組織表で、出来形管理、品質管理の担当者
を確認。
・明確な根拠に基づいて、技術的な判断を行って
いるか確認する。
・各下請業者に対しても指導的な役割を担ってい
るか確認する。

別紙ー５①の運用において、一般監督員の目線を統一し、かつ適正に評定するために文言の解説、基準の根拠及び確認方法を示す。

備考 検査職員確認

(労働安全衛生法第１４条) 検査職員も確認 
○施工計画書の安全管理組織表で、下
請けも含め安全衛生責任者、作業主任
者等が明記されている。 
○明記されていた場合、作業主任者等
の資格証明書の写しも確認する。

・作業サイクルと人員配置について確認す
る。 
・組織体系と責任者及び連絡網を確認す
る。

・作業サイクルと人員配置について確認す
る。 
・組織体系と責任者及び連絡網を確認す
る。

・資格証を携行していることを確認する。 
・下請契約の総額が4,000万円以上は監理
技術者が専任。 
・工事の請負金額が3,500万円以上は主任
技術者が専任。

・常駐の作業日報がある。 
・休暇、他官庁打合せ等で現場にいなくて
も常駐扱いとする。 
・変更した場合、適切に引き継いでいる。

（仕様書その１）1-1-1-1-12 施工体制台
帳及び施工体系図　第3項

・明確な根拠に基づいて、技術的な判断を
行っているか確認する。 
・各下請業者に対しても指導的な役割を
担っているか確認する。
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別紙－５①「施工プロセス」のチェックリスト(一般監督員)解説

考
査 
項 
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 留意事項

・施工に先だち、創意工夫又は提案を
もって工事を進めている。 (施工時適宜)

○現場技 
術者

・現場技術員との対応が適切である。 (建
設コンサルタント等に現場技術業務委託
の場合)     　　　　  
　　　　　　　　　　　　 (施工時適宜)

・建設技術センター業務委託がこれに該当。

○下請負 
者人の把
握

・下請業者負人が三条市の建設工事入札
参加 資格者である場合には、、下請負契
約日が営業停止、指名停止期間中でな
い。 
　　　　　　　　　　  　 (施工時適宜)

○施工体制台帳等により、指名停止期間に下請契
約を結んでいないか確認。

○緊急連 
絡網

・異常時、緊急時の対応・情報伝達・組
織等が確立され、その図表を現場の見や
すい場所に掲示してあいる。  　
　　　　　　　　　    (施工時１回程度)

○異常時対応の中止基準が現場に掲示されてい
る。 
○緊急時連絡表の掲示

・約款第１９条第１項（１）から（５）
に係わる設計図書の照査を行い結果、該
当する事実の有無を提出報告している。
　　　　　　　（着手前、施工時適宜）

〇約款第１９条第１項
(１)設計書、図面、仕様書、現場説明書及び現場説
明に対する質問回答書が一致しないこと。 
(２)設計図書に誤びょゆう又は脱漏があること。 
(３)設計図書の表示が明確でないこと。 
(４)工事現場の形状、地質、ゆう水等の状態、施工
上の制 約等設計図書に示された自然的又は人為的
な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。 
(５)設計図書で明示されていない施工条件について
予期することのできない特別な状態が生じたこ
と。
・「土木工事設計図書の照査ガイドライン」に基
づき施工前及び施工途中の各照査段階において
「照査項目チェックリスト」を作成し、監督員提
出している。

・現場との相違事実がある場合、その事
実が確認できる資料を書面により提出し
て確認を受け求めた。 
　　　　　　　　(着手前、施工時適宜)

○確認を受け求めた内容を打合せ簿等に記載。 
○該当の事実がない場合もそのことを報告してい
る。

別紙ー５①の運用において、一般監督員の目線を統一し、かつ適正に評定するために文言の解説、基準の根拠及び確認方法を示す。

備考 検査職員確認

(仕様書その１)1-1-1-8　現場技術員
・建設技術センター業務委託がこれに該当。

(仕様書その１)1-1-1-11 工事の下請負

（約款第１９条第１項）
(仕様書その１)1-1-1-3 設計図書の照査等

検査職員も確認 
○設計図書(設計書、図面、仕様書、現
場説明書及び現場説明に対する質問回答
書)の不一致。 
○設計図書の誤びゅう、脱漏。 
○設計図書の表示が不明確。 
○施工上の制約等設計図書に示された自
然的又は人為的な施工条件と、実際の工
事現揚が一致しない。 
○設計図書で明示されていない施工条件
について予期することのできない特別な
状態が生じた。 
○工事測量
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別紙－５①「施工プロセス」のチェックリスト(一般監督員)解説

考
査 
項 
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 留意事項

・施工(変更を含む)に先立ち、監督員に
提出した。(請負金額が500万円未満の工
事は「当初請負金額500万円未満の工事
の総括報告表」による報告) 所定の項目
が記載され、工事着手前又は施工方法が
確定した時期に提出した。
　　　　　　　　　　(着手前、変更時)

○施工計画書の記載事項 
①工事概要②計画工程表③現場組織表 
④指定機械⑤主要船舶・機械⑥主要資材 
⑦施工方法(主要機械、仮設備計画、工事用地等を 
含む) 
⑧施工管理計画⑨安全計画 
⑩緊急時の体制及び対応⑪交通管理 
⑫環境対策⑬現場作業環境の整備 
⑭再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理 
方法 
⑮法定休日・所定休日（週休二日の導入）、⑯そ
の他

・記載内容と現場施工方法が一致してい
る。(請負金額が500万円未満の工事は
「当初請負金額500万円未満の工事の総
括報告表」による報告) 
　　　　　　　　　　　　(施工時適宜)

・記載内容(作業手順書等)と現場施工体
制が一致している。(同上) 
　　　　　　　　　　　　(施工時適宜)
・記載内容が、設計図書・現場条件等を
反映している。(同上) 
　　　　　　(施工時着手前・適宜変更
時)

・工事材料の品質を証明する資料を整
備、保管し提出している。
　　　　　　　　　(検査時施工時適宜)

・工事材料を品質に影響ないように保管
している。 
　　　　　　　　　　　　(施工時適宜)

・施工計画書で保管方法を確認し、実際の施工と
一致しているか確認する。

別紙ー５①の運用において、一般監督員の目線を統一し、かつ適正に評定するために文言の解説、基準の根拠及び確認方法を示す。

備考 検査職員確認

・(仕様書その1)1-1-1-5 施工計画書 
・当初請負金額が500万円未満の工事で、
指定工法、指定仮設のある工事、一般交通に
影響のある工事、振動・騒音等公衆災害のお
それがある工事以外は施工計画書の省略可
能。「当初請負金額500万円未満の工事の
総括報告表」による報告となる。
・施工計画書が契約後概ね１ケ月以内に提出
されている。

検査職員も確認 
○工事打合せ簿の日付で確認する。 
○空欄ありの提出は提出と認めがたい 
が、多工種の場合、当該工種の着手前に
変更提出されていればOKとする。

(仕様書その１)2-1-2 工事材料の品質。

・施工計画書で保管方法を確認し、実際の施
工と一致しているか確認する。
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別紙－５①「施工プロセス」のチェックリスト(一般監督員)解説

考
査 
項 
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 留意事項

・自社の管理基準を持ち、その基準によ
り社内検査が完了している事が書面で確
認できる。
（着手施工計画書提出時・検査完成時）

・施工計画書に自社の管理基準が記載されている
かを確認する。
○社内検査は書類検査及び現場検査(写真が必要)
が実施されている。 
○臨時検査・完成検査前に社内検査を実施してい
る。

・出来形・、品質管理がを工事の施工と
並行してその都度行っていることが書面
にてで確認できる。（土木工事施工管理
基準）
（施工段階確認時または検査、完成時）

・段階確認時に整理されているかを確認する。

・提出が必要な工事書類が簡潔で必要以
上に作成されていない。
　　　　　　　　　　　　　（完成時）

・提出済みの施工計画書や材料確認書等が再度提
出されていない。
・工事写真帳に撮影頻度を超える写真が掲載され
ていない。
・検査時の提示書類と提出書類がきちんと区別整
理されている。

○現場環 
境改善

・絵パネル・標語パネル・フラワーポッ
ト・作業員休憩棟・記念植樹・安全旗掲
揚・現場事務所カーペットフロアー・エ
アコン・２重サッシ・応接室・冷蔵庫・
会議室・雨具掛室・ 談話室・観葉植物・
シャワー室・水洗トイレ・ 内階段・食
堂・洗面所・更衣室・洗濯機実施につい
て協議し、実施内容を施工計画書に記載
するとともに、記載内容と現場が一致し
ている。
　　　　　　　（着手時、施工時適宜）

・現場環境改善が、既に普及している一般的な取
組の場合、または当該現場では効果が薄い取組の
場合は、評価しない。

別紙ー５①の運用において、一般監督員の目線を統一し、かつ適正に評定するために文言の解説、基準の根拠及び確認方法を示す。

備考 検査職員確認

・施工計画書に自社の管理基準が記載されて
いるかを確認する。(着手前チェック欄を設
けた。)

検査職員も確認 
○社内管理基準(目標)を設定し、その値
を超えた場合の対処方法(原因の特定と
対策)が予め記載してある場合に評価す
る。 
○社内管理基準が、施工計画書に記載さ
れていることを確認する。 
○社内の工事検査職員が「工事成績採点
表」(各社独自作成)により、評価してい
ることを確認。 
○書類検査と現場検査(中間での臨時検 
査も含めた主要構造物の出来形測定等) 
が必要。(検査状況写真も必要)

・段階確認時に整理されているかを確認。

（工事書類作成マニュアル）
（写真管理基準（案））

（現場環境改善に関する特記仕様書）
・現場環境改善費の計上如何を問わず、確認
する協議により実施する場合に確認する。 
・現場環境改善費の計上がある場合は、施工
計画書の記載を確認し、実際の施工と一致し
ているか確認する。
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別紙－５①「施工プロセス」のチェックリスト(一般監督員)解説

考
査 
項 
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 留意事項

・監督員の立会に当たって、段階確認に
ついてはあらかじめ段階確認願(種別、細
別、施工予定時期等)を提出している。
　　　　　　　　　　　　(施工時適宜)

・段階確認の確認時期が、適切である。
 (土木工事監督基準別表２) 
　　　　　　　　　　　　(施工時適宜)

・工程表、打ち合わせ簿、臨時検査結果通知書で
確認する。

○工事の 
着手

・契約締結の日から起算して７日以内
（特記仕様書に定めがある場合は、その
期日まで）に工事に着手した。 
　　　　　　　　　　　　　　(着手日)

・市役所に着手届を提出した日で判断すること。

○支給材 
料及び貸 
与品

・使用予定日の１４日前までに、品名、
数量、品質、規格又は性能を記した要求
書を提出した。     (施工時適宜)

該当事例は少ない

・受注者は、産業廃棄物管理票(マニュ
フェスト)または電子マニフェストにより
適正に処理されていることを確認し、監
督員に提示(資料を示し説明)した。 
　　　　　　　　　　　　(施工時適宜)

○マニュフェスト(Ａ,Ｂ２,Ｄ,Ｅ票)を確認し、排出
業者の記入項目がルールとおりに記入されてい
る。 
○写しの提出は不要。 
○処分業許可証、収集運搬業許可証の写しの添付
を確認する。 
　処分地が新潟市内・・・・・新潟市長許可 
　処分地が新潟市以外・・・新潟県知事許可 
○収集運搬許可証 (新潟県知事許可) 
○収集運搬は登録車両の写しの添付を確認する。

・産業廃棄物処理を委託する場合、委託
契約書の写しを提出した。 （施工時適
宜）

〇産業廃棄物の収集運搬を委託した場合は、委託
契約書の写しが提出されていることを確認する。
〇処分業許可証(新潟市内は市長許可)、収集運搬
業許可証の写しが添付されていることを確認す
る。
〇収集運搬は登録車両の写しの添付を確認する。

別紙ー５①の運用において、一般監督員の目線を統一し、かつ適正に評定するために文言の解説、基準の根拠及び確認方法を示す。

備考 検査職員確認

(仕様書その１)1-1-1-23 監督員による検
査 (確認を含む)及び立会等

検査職員も確認 （完全に一致していな
い）
○段階確認→　元請業者が事前に段階確
認願いを提出する。 
○打合せ簿で確認する。

 (土木工事監督基準別表２) 検査職員も確認 
○施工計画書に段階確認項目及び臨時 
検査項目が明記され、それが立合いで実
施されている。工程表、打ち合わせ簿、
臨時検査結果通知書で確認する。

財務規則第83条（工事の着手届）
（仕様書その１）1-1-1-10　工事の着手
・市役所に着手届を提出した日で判断するこ
と。
(仕様書その１)1-1-1-19 支給材料及び貸
与 品

(仕様書その１)1-1-1-21 建設副産物 検査職員も確認 
○排出業者の記入項目がルールとおり記
入されている。 
○マニュフェストによる数量が集計さ
れ、 再生資源利用促進計画書の数量と
整合する。 
○処分業許可証、収集運搬業許可証の写
しの添付を確認する。 
○収集運搬は登録車輌の写しの添付。

（建設副産物特記仕様書）
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別紙－５①「施工プロセス」のチェックリスト(一般監督員)解説

考
査 
項 
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 留意事項

○建設副 産物及び 建設廃棄 物

・再生資源利用計画書及び再生資源利用
促進計画書を所定の様式に基づき作成
し、施工計画書に含め監督員に提出する
とともに公衆の見やすい場所に掲げし
た。
　　　　　　　　　　　　　　(施工前)

○施工計画書に再生資源利用計画書及び再生資源
利用促進計画書が当初から添付され、中間処理地
又は最終処分地が記載されている。
◆再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画に関す
る取扱基準
再生資源利用計画の作成が必要となる工事
　次の建設資材（再生資材及び新材）を搬入する工事
　　① 土 砂 …… ５００m３ 以上
　　② 砕 石 …… ５００ｔ 以上
　　③ 加熱アスファルト混合物 …… ２００ｔ 以上
再生資源利用促進計画の作成が必要となる工事
　次の建設副産物が現場から発生又は搬出する工事
　　① 建設発生土 …… ５００m３以上
　　②－１ コンクリート塊 ……（※）
　　②－２ アスファルト・コンクリート塊 ……（※）
　　②－３ 建設発生木材 ……（※）
　　※ ②－１、②－２及び②－３の合計が２００ｔ 以

上

○指定建 
設機械の 
確認

・指定建設機械(排出ガス対策型、低騒音 
型、低振動型建設機械)を使用している。 
　　　　　　　　　　　　(施工時適宜)

・施工計画書の記載内容と現場の使用機械の整合
を確認する。
・特記仕様書に記載した場合は、その指定型式を
確認する。
○指定番号、機械のメーカー名を確認する。 
○排出ガス対策は、どの基準に適合するか確認す
る。(一次基準、二次基準、三次基準、オフロード
法)

・工程のフォローアップ等を実施し、工
程の管理を適切に行っている。 
　　　　　　　　　　　　(施工時適宜)

・変更に伴う工程表が速やかに提出されているか
確認。
○提出時の日付をチェック

・現場条件や設計内容の変更への対応が
早く、また地元調整を積極的に行い、そ
の結果を書類で提出した。 
　　　　　　　　　　　　(施工時適宜)

・工事内容の変更に関する理解が的確であるこ
と、変更に対する対外的な調整が適切であること
を確認する。

・官公庁の休日または夜間に作業を行っ
たう場合、事前に書面で提出連絡した。
(「施工計画書等で事前に作業実施報告」
をしているものは除く。)      
　　　　　　　　　　   (施工前時適宜)

○休日・夜間作業届については、届とＫＹ活動日
誌の作業内容をチェックする。

・施工計画書に定めた休日予定のとお
り、休日の確保を行った記録が整理され
ている。
　　　　　　　　(施工時適宜、完成時）

・週休二日の実施内容を受注者に報告を求め、月
単位又は通期での週休２日の達成状況をチェック
する。

Ⅲ
安 
全 
対 
策

○安全活 
動

・新規入場者に対する安全教育を実施
し、記録がある。 
　　　(施工時適宜、または検査完成時)

元方事業者における建設現場安全管理指針につい 
て 
第２の９

別紙ー５①の運用において、一般監督員の目線を統一し、かつ適正に評定するために文言の解説、基準の根拠及び確認方法を示す。

備考 検査職員確認

（仕様書その１）1-1-1-21 建設副産物 第
4項（再生資源利用計画及び再生資源利用促
進計画に関する取扱基準）
・施工計画書に再生資源利用計画書及び再生
資源利用促進計画書が当初から添付されてい
る。

検査職員も確認 
○施工計画書に再生資源利用計画及び再
生資源利用促進計画書が当初から添付さ
れている。

（仕様書その１）1-1-1-37 環境対策
・特記仕様書に記載した指定型式を確認。

○市町村毎に騒音・振動の規制値等を定
めている。 
○騒音・振動で特定建設作業となる場合
は、知事または市町村長に届出が必要。 
(指定機械を使用した場合、届出の対象
外となる場合がある)

・変更に伴う工程表が速やかに提出されてい
るか確認。

・工事内容の変更に関する理解が的確。 
・変更に対する対外的な調整が適切。

(仕様書その１)1-1-1-42 官公庁への手続
き等1-1-1-43 施工時期及び施工時間の変
更

検査職員も確認 
○休日・夜間作業届については、届と
KY 活動日誌の整合性をチェック

（標準仕様書その１ 1-1-1-32週休二日の
対応）

(仕様書その１)1-1-1-33 工事中の安全確
保
（元方事業者における建設現場安全管理指針
第２の９）
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別紙－５①「施工プロセス」のチェックリスト(一般監督員)解説

考
査 
項 
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 留意事項

・安全教育・訓練を４時間/月以上実施
し、記録がある。
　　（施工時適宜、または検査完成時）

・「記録（具体な活動内容、参加者名簿等）」で
チェック。
・事例は適切なものを使用しているか。
○写真でもチェックする。 
○分割可。(トータルで４ｈ／月以上) 
土木請負工事における安全・訓練等の実施につい
て

・安全パトロール巡視、作業前安全ミー
ティング(ＫＹ等)等を実施し、記録があ
る。
　　（施工時適宜、または検査完成時） 

・「記録」でチェックする。
○KYはサインで確認。(押印不可) 
・安全パト巡視は統括安全衛生責任者及び元方安
全衛生 責任者が1日一回以上実施
元方事業者における建設現場安全管理指針につい
て

・店社パトロールを１回／月以上適宜実
施し、記録が整備されていある。
　　（施工時適宜、または検査完成時） 

・「記録」でチェックする。
○店社安全衛生管理者又は当該店社の工事施工・
安全管理の責任者等が実施しているか確認
〇混在作業に伴う労働災害の防止上重要な工程に
着手する時期、その他労働災害を防止する上で必
要な時期に実施する。
元方事業者における建設現場安全管理指針につい
て

・災害防止協議会等を設置し、活動記録
がある。(同一現場で複数の業者が作業す
る場合に設置される。) 
　　（施工時適宜、または検査完成時） 

・「記録」でチェックする。
○月1回以上開催されているか 
規約が作成されているか 
協議事項の確認
元方事業者における建設現場安全管理指針につい
て

・使用機械（港湾工事の場合は船舶・機
械）、車両等の点検整備等が管理されを
実施し、その記録がある。
　　（施工時適宜、または検査完成時）

・「点検記録」でチェックする。
○車両等の点検簿に有資格者のサインがある。 
労働安全衛生規則第167～169条 
土木工事安全施工技術指針4章2節7

・重機操作で、誘導員配置や重機と人と
の行動範囲の分離措置がなされた点検記
録(機械の作業計画書)等がある。
　　（施工時適宜または検査時）

・「点検記録」でチェックする。
○重機操作で、誘導員配置や重機と人との行動範
囲の分離措置の点検記録。 
労働安全衛生規則第158条

・山留め、仮締切等の設置後の点検及び
管理の記録がある。
　　（施工時適宜または検査時）

・「点検記録」でチェックする。
○土止め支保工作業主任者の資格書の写しも確認
する。7日以内で点検毎を実施 
労働安全衛生規則第373条

・足場や支保工の組立完了時や使用中の
点検及び管理がをチェックリスト等によ
り実施されし、その記録がある。
　　（施工時適宜または検査時）

・「点検記録」でチェックする。
○足場組立等(吊・張・４ｍ以上)、型枠支保工作
業主任者の資格証明書の写しも確認する。 
・足場は作業前に点検を実施、支保工はコンク
リート打設前に実施 
労働安全衛生規則第244条,567条,568条

別紙ー５①の運用において、一般監督員の目線を統一し、かつ適正に評定するために文言の解説、基準の根拠及び確認方法を示す。

備考 検査職員確認

（仕様書その１）1-1-1-33 工事中の安全
確保第11項
・「記録」でチェック。 
・事例は適切なものを使用しているか。

（元方事業者における建設現場安全管理指針
第２の８及び第２の１１）
・「記録」でチェック。

検査職員も確認 
○安全パト・安全巡視等の記載があ
り、実施しているか

（元方事業者における建設現場安全管理指針
第３の６）
・「記録」でチェック。

（元方事業者における建設現場安全管理指針
第２の６）
・「記録」でチェック。

・「点検記録」をチェックする。
（労働安全衛生規則第167～169条）
（土木工事安全施工技術指針4章2節7）

・「点検記録」をチェックする。
（労働安全衛生規則第155条、第158条）

・「点検記録」をチェックする。
（労働安全衛生規則第373条）

・「点検記録」をチェックする。
（労働安全衛生規則第244条,567条,568
条）
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別紙－５①「施工プロセス」のチェックリスト(一般監督員)解説

考
査 
項 
目

種
別

確認項目 チェックリスト一覧表 留意事項

・架空線等上空施設、地下埋設物件等の
現地調査を行い、その結果を監督員に報
告している。（着手前）

・地下埋設物及び、架空線等に関する事
故防止措置が実施されている。 
　　(施工時適宜または検査時)

・施工計画書の記述と一致するか確認する。

・交通誘導員、交通安全施設が配置計画
に基づき適正に配置されている。 
　　(施工時適宜または検査時)

・施工計画書、道路使用許可申請書の添付資料
「交通整理員配置図」等に基づいているかを確認
する。
・KY日誌等で配置人数をチェックする。

・工事現場内・、資機材置場・、危険物
置場の整理整頓がなされている。
　　(施工時適宜または検査時)

土木工事安全施工技術指針2章9節1
・場内整理が徹底しているか確認する。

○安全パ 
トロール 
の指示事 
項の処理

・各種安全パトロールでの指導事項や是
正事項について、速やかに改善を図り、
かつ関係者に是正報告した記録がある。 
　　(施工時適宜または検査時)

・「是正報告書等」で確認する。

・関係官公庁等の関係機関との折衝及び
調整をした記録がある。 
　　(施工時適宜または検査時)

・「記録」で確認する。

・地元住民や地権者との施工上必要な交 
渉、工事の施工に関しての苦情対応を適
切に行い、記録がある。 
　　(施工時適宜または検査時)

・「記録」で確認する。

・隣接工事又は施工上密接に関連する工
事の受注者と相互に協力を行っている記
録がある。 
　　(施工時適宜または検査時)

○安全対策協議会の設置(発注者の発議)）関係者
による工事関係者連絡会議を組織するもの。
・「記録」で確認する。

別紙ー５①の運用において、一般監督員の目線を統一し、かつ適正に評定するために文言の解説、基準の根拠及び確認方法を示す。

備考 検査職員確認

（仕様書その１）1-1-1-33工事中の安全
確保第6、20項

・施工計画書の記述と一致するか確認する。

・KY日誌等で配置人数をチェックする。

・場内整理が徹底しているか確認
（土木工事安全施工技術指針2章9節1）

・「記録」でチェック。

(仕様書その１)1-1-1-42 官公庁等への手
続等 
・「記録」でチェック。

(仕様書その１)1-1-1-42 官公庁等への手
続等 
・「記録」でチェック。

（仕様書その１）1-1-1-33 工事中の安全
確保等 第15項
・「記録」でチェック。
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考 査 
項 目 種別 確認時期 確認資料

チェ 
ック 
欄

契約時
工程表 
※１ー１

□

□

(１回目) 
中間時(繰越時、
中止解除時)

工程表 
※１ー２

□

(２回目) 
中間時(繰越時、 
中止解除時)

工程表 
※１ー２

□

出来形、進捗
施工時適時

検査対象の資料

※１ー３

□

段階確認
施工時適時

検査対象の資料

※１ー４

□

臨時検査
施工時適時

検査対象の資料

※１ー５

□

中間技術検査
施工時適時

検査対象の資料

※１ー６

□

完成時
検査対象の資料

※１ー７

□

別 ̶紙-５④検査職員

「施工プロセス」のチェックリスト (検査職員が確認する)

1 工事名：　　　　　　　　　　工事

2 工 期： 令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日   　　　　　　　　　　　　　3 受注者： 　　　　　　　　　　　         ４ 検査職員名：

① この「施工プロセス」チェックリストは、土木工事標準仕様書、建設工事請負基準約款、建設業法、労働安全衛生法等に基づき、発注者として特に施工上必要な工程・安全管理について適切に施工さ
れているかを検査職員が確認する。

② チェック欄では、市役所内机上での書類・写真等での確認もしくは現場確認等により、その内容がOKであれば、「□」に「レ」マークを入れ、記入欄に確認項目を記録。または、指示事項や是正状況等を記入する。

③ 用語の定義 契約後：当初契約後、 変更後：工期内に行う契約変更後。

確認項目 記入(確認)内容 記入欄

・提出日 
・提出内容 
・工程阻害項目

・工程計画のポイント 
(自然条件・社会条件などの外的条件に対し) 
・条件明示に対する対応 
( 占用物・未買収地・関連工事・協議団体など) 
・工程等の阻害要因 
( 支障物件・関連工事など) ( チェック日(　　　　　　　　　　　　　　　　　　))

・変更項目 
・変更工程につ い
て 
・工程阻害項目

・変更内容 
・工期内完了の目途 
・工程等の阻害要因 
・関連工事、及び隣接工事の調整課題

( チェック日(　　　　　　　　　　　　　　　　　　))

( 同 上) ( 同 上)

( チェック日(　　　　　　　　　　　　　　　　　　))

・出来形高割合
・出来高割合 
・進捗度合(工程上、遅いか早いか)

( チェック日(　　　　　　　　　　　　　　　　　　))

・段階確認項目
・段階確認項目 
・対象項目の良し悪し 
( 内容は、仕様書による)

( チェック日(　　　　　　　　　　　　　　　　　　))

・臨時検査項目・ 
検査結果

・臨時検査の必要性は 
・臨時確認項目 
・検査対象の良し悪し 
( 内容は、仕様書による)

( チェック日(　　　　　　　　　　　　　　　　　　))

・中間技術検査項
目の実施予定
・検査結果

・中間技術検査の対象工事か否か （特記仕
様書の添付の有無）
・中間確認項目検査時期の協議状況
・検査対象の良し悪し 
( 内容は、特記仕様書による) ( チェック日(　　　　　　　　　　　　　　　　　　))

・完了事前確認項
目
・事前確認結果

・完成状況 
・確認状況の良し悪し 
( 内容は、仕様書による)

( チェック日(　　　　　　　　　　　　　　　　　　))
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考
査 
項 
目

種別 確認時期 確認項目 確認資料
チェ 
ック 
欄

契約時 ・体制
施工計画書 

※２ー１
□

契約時 ・緊急連絡網
施工計画書

※２ー２ □

・労働災害
施工計画書

※２ー３

□

・公衆災害
施工計画書

※２ー４

□

安全教育計画
施工計画書提出
時及び工期変更
時

・安全教育計画
施工計画書

※２ー５ □

(月別)
現場着手時点 
３ヶ月経過時状
況
以降6ヶ月経過
時 ９ヶ月経過
状況 １年３ヶ
月経過状況 、
１年９ヶ月経過
状況

・ＫＹ活動状況
実施報告書 

※２ー６

□

□

□

(新規入場) 
現場入工時( 
(　) 番目の新規 
入場時最初の下
請業者入場時、
次の主たる下請
業者入場時

・新規入場者教育
実施報告書

※２ー７

□

□

記入(確認)内容 記入欄

・体制 
・役割分担 
・協議会等の組織内容

( チェック日(　　　　　　　　　　　　　　　　　　))

・緊急連絡網
( チェック日(　　　　　　　　　　　　　　　　　　))

・建設事故起因項目 
( 自然災害)の項目で 
どの作業時 
どういった(事前周知点検)確認項目 ( チェック日(　　　　　　　　　　　　　　　　　　))

・公衆災害起因項目 
( 公衆災害)の項目で 
どの作業時 
どういった(事前調査点検)確認項目 ( チェック日(　　　　　　　　　　　　　　　　　　))

・安全教育内容

( チェック日(　　　　　　　　　　　　　　　　　　))

・ＫＹ活動の内容 
・交通誘導員などの交通安全施設の配置 
確認

( チェック日( 　　　　　　                                    ))

( チェック日(            　　　　　　                         ))

・新規入場者教育の内容確認 
　最初の主工事 
　(　) 番目の主工事

( チェック日(          　　　　　　                           ))

( チェック日(                 　　　　　　                    ))
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※１ー１　　・契約締結の日から起算して7日以内に、提出された工程表の内容について(約款第3条)確認。１ー２・進捗状況の確認

　　　　　　・週休二日の履行状況の確認

　　　　　　・週休二日の履行状況の確認

※２ー１　　・元請責任者等の確認、及び安全活動の計画等

　　　　　　・現場代理人の補佐的な代理人をき決めているかなど 

　　　　　　・作業主任者は、だれ、作業分担が明確化されているか 

　　　　　　・施工体系図をはじめ、協議会の運営、及び統括安全衛生管理義務者などについて 

※２ー２　　・連絡体制、及び安全管理責任者等の体系図の整備状況について 

※２ー３　　・施工計画書提出時、及び工法の変更等で災害要因が変更になった場合も行を増やして記載。 

　　　　　　・元請業者からの具体的に聞き取りで確認 

　　　　　　　(例)護岸工事の場合：雨量と危険退避水位の関係など 

　　　　　　・変更増工、工法変更等で災害要因が異なった場合は、再度記入 

※２ー４　　・施工計画書提出時、及び工法の変更等で災害要因が変更になった場合も行を増やして記載。 

　　　　　　・元請業者からの具体的に聞き取りで確認 

　　　　　　　(例)使用重機と架空線の関係など・地下埋設物の事前調査について 

　　　　　　・変更増工、工法変更等で災害要因が異なった場合は、再度記入 

※２ー５　　・項目、頻度、具体的実施内容が施工内容と整合しているかなど

　　　　　　・具体的実施内容が整合しているかなど 

※２ー６　　・元請業者に実施状況(施工計画書)の資料をの提示させを求め、確認 

　　　　　　・着手後、３月経過後時に、経過状況とＫＹ実施状況を確認し、確認サインを記す 

　　　　　　・その以降は、１回／６月程度の割合で実施する。 

　　　　　　・経過月は、実質工期で判断する(中止期間等を除いたもの) 

　　　　　　・現場着手時が１回目、３ヶ月後が２回目、９ヶ月後が３回目、回数に応じて、行を増やすが、実質工期が３ヶ月未満であれば２回目以降なし。 

※２ー７　　・元請業者の指導(聞き取り)内容、実施状況を、最初の下請決定通知書が提出された時点で、実施状況を確認し、確認サインを記す。 

　　　　　　・２回以降は、下請決定通知書が提出された、主たる工事の関係業者について実施状況を確認、確認サインを記す。 

　　　　　　・概ね、２回程度／工事で、１回目は、最初の下請け入場時、２回目は、次期残りの主たる下請け入場時とするで、回数に応じて、行を増やして実施する。

Ver.D0702

＊：

　　　  　　 ・なお、工程表の提出された時期工程表が、標準工期とかけ離れている場合は、再度の提出時に再確認

           　　・条件明示に対する対応、及び工程上の阻害要因について、右側記入欄に、具体的に明記し、その対応等をも聞き取りの上、記入。

※１ー２　　・進捗状況の確認、およ及び遅延状況のバックアップ等について記入。

　　　　　　・中止期間が１ヶ月以上におよぶ場合は、確認対象

　　　　　　・指示(契約)内容で工法の変更、工事量の変更(増)の場合も確認対象

　　　　　　・ただし、工事完了で設計変更のための中止解除後のものは不要

　　　　　　・工程上の阻害要因について、右側記入欄に、具体的に明記し、その対応等をも聞き取りの上、記入。

　　　　　　・協議会等の工程調整会議に積極的に参加しているか、その際の調整課題などを聞き取りの上、記入。

※１ー３　　・一般監督員の資料を基に確認

※１ー４　　・主たる工種を決めて、現地立合の上確認。(工種にもよるが、概ね２回程度／１工事を目標とする)

※１ー５　　・臨時検査項目をはじめ、竣工完成時に不可視状態になる工種については、事前に判断し、適切に受検の対応など。予定日等の徹底

　　　　　　・その他、自然条件(降雪・風浪)等で竣工完成前には、検査がを受ける必要があるかどうかを判断し、受検の対応など。予定日等の徹底

※１ー６　　・中間技術検査対象工事か、否かを決めて確認し受検の対応など

　　　　　　・中間技術検査の対象工事は、予め受注者に通知してあるかなど、前提にした対応。なければ、即座の協議

※１ー７　　・契約工期はもとより、その他要因により早期に実施が必要かを決めて、受検

              　・完了成検査前の確認で一般監督員の指導を兼ね、気のつ付いたことを記入。(社内検査の状況を参考に)
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考
査
項
目

種別 確認時期 確認項目 確認資料 記入(確認)内容

契約時

・提出日

・提出内容

・工程阻害項目

工程表 
※１ー１

・工程計画のポイント 
(自然条件・社会条件などの外的条件に対し) 
・条件明示に対する対応 
(占用物・未買収地・関連工事・協議団体など) 
・工程等の阻害要因
 (支障物件・関連工事など)

(１回目) 
中間時(繰越
時、中止解除
時)

・変更項目 
・変更工程につ 
いて 
・工程阻害項目

工程表 
※１ー２

・変更内容 
・工期内完了の目途 
・工程等の阻害要因 
・関連工事、及び隣接工事の調整課題
・週休二日の履行状況

(２回目) 
中間時(繰越
時、中止解除
時)

( 同 上)

工程表 
※１ー２

( 同 上)

出来形　
施工時適時

・出来形高割合 検査対象の資料1

※１ー３
・出来高割合 
・進捗度合(工程上、遅いか早いか)

段階
施工時適時

・段階確認項目 検査対象の資料

※１ー４
・段階確認項目 
・対象項目の良し悪し 
(内容は、仕様書による)

臨時(または
中間)
施工時適時

・臨時検査項
目・ 検査結果

検査対象の資料

※１ー５
・臨時検査の必要性は 
・臨時確認項目 
・検査対象の良し悪し 
(内容は、仕様書による)

中間技術
検査
施工時適時

・中間技術検査
項目の実施予定
・ 検査結果

検査対象の資料

※１ー６
・中間技術検査の対象工事か否か（特記仕様書
の添付の有無）
・中間確認項目検査時期の協議状況
・検査対象の良し悪し 
(内容は、特記仕様書による)

完成時

・完了事前確認
項目
・事前確認結果

検査対象の資料 

※１ー７
・完成状況 
・確認状況の良し悪し
(内容は、仕様書による)

別紙̶ -５④検査職員

「施工プロセス」のチェックリスト(記入参考例)

1 工事名：○○○○○工事

2 工期：令和２年４月１５日～令和２年１１月１５日         　　　　　　　　　3：受注者　　　　　　　　　　　           ４：検査職員：○○□□

　　　①この「施工プロセス」チェックリストは、土木工事標準仕様書、建設工事請負基準約款、建設業法、労働安全衛生法等に基づき、発注者として特に施工上必要な工程・安全管理について適切に施工されてい

　　　　るかを検査職員が確認する。 

②チェック欄では、市役所内机上での書類・写真等での確認もしくは現場確認等により、その内容がOKであれば□欄にレマークを入れ、記入欄に確認項目を記録し、そこに、指示事項や是正状況等を記入する。

③用語の定義 契約後：当初契約後、 変更後：工期内に行う契約変更後。

チェ 
ック 
欄

記入欄

□

□

・工期 令和２年４月１５ 日～令和２年１１月１５ 日( ○○○日) 
・着工工程表提出月日 令和２年４月１５ 日(契約上のもので期間等、基本事項の確認 
　(以下、実質的な工程表提出時として確認、ただし繰り越し前提なら繰越時点で再提出のもので再確
認)) ・掘削時、地下埋設物(ガス・水道)調査不十分、協議立会等で工程に影響→早期の協議・ 
・関連工事の遅れで、工程に影響→連絡の徹底 
( チェック日( 令和２年５ 月９ 日 (実質的な) 施工計画書提出時))

□

・工事の進捗状況(当初予定６０％→変更により５０％)( 遅れ気味にパーティ増でカバー) 
・変更年月日、内容(令和２年５月３０日 電柱の移転、中止) 
・工程管理(中止解除令和２年６月３０日、竣工は令和２年１２月１５日で対応の予定) 
・竣工が降雪期に入る恐れあり、舗装工事の対応がポイント。→工程の加速策検討) 
・月単位で週休二日が確保されている。
(チェック日(令和２年７月２日中止解除による工期変更の工程表提出時))

□

・工事の進捗状況(当初予定７５ ％→変更により６５％)( 遅れ気味に重機台数を増やして加速) 
・指示月日、内容(令和２年８月２８日 交差点部を延長増) 
・工程管理(増工に伴う工期延伸で、竣工は令和２年３月１５日で対応) 
・交差点部の工事優先し、交通解放時期を個々で円滑に実施できるかがポイント。 
・舗装工事不可能分か、敷き鉄板で対応し、来年早々に実施かで検討 
(チェック日( 令和２年9月12日 指示による工事量増工に伴う工程表提出時))

□

出来形割合(７５％)(工程管理は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・) 
(チェック日(                     　　　　　　　　　　　　      ))

□

・確認項目(矢板材料) 
・時期的に整合、設計書と整合 
(チェック日(令和２年８月２０日矢板打ち込み前))(矢板打ち込み工事着手 令和２年８月２９日を確認)

□

・確認項目(拡幅部擁壁の基礎の場所打ち杭施工状況) 
・時期的に整合、設計書と整合 
・出来形、規格内 
・品質、材料確認等をミールシートで確認 
( チェック日(　　　　　          　　　　　　　                ))

□

・確認項目(施工延長の５割完成状況) 
・時期的に整合、設計書と整合 
・対象工事であり、特記仕様書が添付されている。
・検査時期等が協議されている。（8月下旬予定、橋梁下部施工完了時）
・検査結果に特に支障なし。
( チェック日(                 　　　　　　　　　　　　         ))

□

・写真整理に、工夫なし・ 
・場所打ち杭の軸心に、一部規格すれすれのものあり、ほか規格内 → 原因究明 
・月単位は未達成だが、施工計画書で通期での週休2日を確保。
( チェック日( 令和２年３月２２ 日 竣工検査予定日令和２年３月２５日))
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契約時 ・体制 施工計画書 
※２ー１

・体制 
・役割分担 
・協議会等の組織内容

契約時 ・緊急連絡網 施工計画書 
※２ー２

・緊急連絡網

労働災害
施工計画書等
提出時及び
(工法)変更時

・労働災害 施工計画書 
※２ー３

・建設事故起因項目 
( 自然災害)の項目 
どの作業時 
どういった( 事前周知点検)確認項目

公衆災害
施工計画書等
提 出 時 及 び
(工法)変更時

・公衆災害 施工計画書 
※２ー４

・公衆災害起因項目 
( 公衆災害)の項目で 
どの作業時 
どういった( 事前調査点検)確認項目

安全教育 
計画施工
計画書提
出時及び
工期変更
時

・安全教育計画 施工計画書 
※２ー５

・安全教育内容

(月別) 
現場着手時点 
３ヶ月経過時
状況 、以降
6ヶ月経過時
９ヶ月経過状
況 １年３ヶ月
経過状況１年
９ヶ月経過状
況

・ＫＹ活動状況 

・交通安全施設 
等の状況

実施報告書 
※２ー６

・ＫＹ活動の内容 

・交通誘導員、その他安全施設の配置確認

(新規入場)現 
場入工時( 
(　) 番目の新 
規入場時最初
の下請業者入
場時、次の主
たる下請業者
入場時

・新規入場者教育 実施報告書 
※２ー７

・新規入場者教育の内容確認 
　最初の主工事 
　(　) 番目の主工事

□

・( 現場代理人)( 株) ○○組 ○○ ○、(元請責任者)( 株) ○○組 ○○ ○、(監理技術者) 
　( 株) ○○組 ○○ ○、など、 ・( 現場代理人の代理)( 株) ○○組 ○○ ○ 
・( 協議会設置)代表者(株)○○組 ○○ ○、(協議内容等)・・・・・・・・・・ 
( チェック日( 令和２年５月９日 (実質的な) 施工計画書提出時))

□

・( 連絡体制)・・・・・、( 安全管理責任者)・・・・・ 
( チェック日( 令和２年５月９日 (実質的な) 施工計画書提出時))

□

・型枠組立作業時、高所から落下→手すり先行足場の徹底、安全金具、日没工事にならないようになど 
・降雨、強風後の掘削作業時 → 始業前の地山点検作業の徹底 
・重機作業の一時離脱時 → 重機の移動停止(滑り止め) 徹底と、機械の停止 
・高温時の常時作業 → 熱中症対策を徹底    ・冬期間作業 → 滑り止め装具の徹底など 
( チェック日( 令和２年５月９日 (実質的な) 施工計画書提出時))

□

・床堀、掘削時 → ガス・水道管等の損傷の未然防止に、施設図を基に掘削着手前に立合 
・機械移動時 → 高圧線などの接触事故防止で、アームの固定装着 
・資材、残土運搬時 → 交差点での注意、枝道の一時停止、標識・照明灯の施設損傷防止 
・交通切り替え時点 → 誘導の徹底で、第三者への誘導、被害の未然防止など 
( チェック日( 令和２年５月９日 (実質的な) 施工計画書提出時))

□

・１回／月の４時間の実施、ただし、４・５月計画内容に現場と不整合。(掘削作業時期に重機操作の注意
項目がない。) 
( チェック日( 令和２年５月９日 (実質的な) 施工計画書提出時))

□

□

□

( チェック日( 着工時の令和２年５月１５日)) 
・仮設工事での進入路設置 → 運搬系が多くなり、関連工事との間で指示が適切に実施されている模様であ
る。 
( チェック日( 着工３ヶ月後の令和２年９月１０日)) 
( 工期が実質３ヵ月未満であれば、２回目以降なし) 
・現場作業は、掘削作業中 → 重機作業についての注意事項が徹底されている模様である。 

(チェック日(着工９ヶ月後の令和２年３月１日))(工期が実質９ヵ月未満であれば、３回目以降なし) 
・コンクリート打設作業 →高所作業につき足場完備、及び墜落制止器具の装着等で指導徹底がなされてい
た。

□

□

( チェック日( 着工５ヶ月後の令和２年７月１８日))( 下請けがなければ、記載不要) 
・土留め擁壁の型枠業者((有)○○○組)の入場時→確認内容に疑問あり、作業員に遠来のものあり。 
・中に、病歴者あり( 脳梗塞１人/６ 人、高血圧２人/６ 人) 季節の変わり目、疲労蓄積時に注意。 
( チェック日( 着工８ヶ月後の令和２年１１月４日))( 下請けがなければ、記載不要) 
・土留め擁壁のコンクリート打設業者(( ㈱○○○○組)の入場時 → 作業員に６０才年輩者あり、経験に頼る
な
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